
「高松市子ども・子育て支援推進計画」の中間見直しの概要

資料６議題（２）



１ 高松市子ども・子育て支援推進計画の概要
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第２期高松市子ども・子育て支援推進計画

高松すくすく子育てプラン

名称

令和２年度～６年度

計画期間中においても、社会情勢や市の状況の変化、子育て家庭の
ニーズ等に適切に対応するため、必要に応じて見直しを行う。

計画期間

・次世代育成支援対策推進法
・子ども・子育て支援法
・高松市子ども・子育て条例

策定根拠法令

みんなで子育て 笑顔かがやくまち たかまつ

基本理念

高松市で育つ全ての子どもが幸せに暮らせる環境づくり

基本目標

第１部
総論

第１章
計画の策定に当たって

第２章
高松市の子どもと子育て家庭を取り巻く現状と課題

第３章
計画の基本的な考え方

第２部
各論

第１章
子どもの成長への支援

第２章
子育て家庭への支援

第３章
子どもの成長・子育て家庭を支える環境づくり

数値目標

第３部
法定事業の
量の見込み
と確保方策

第１章
教育・保育提供区域

第２章
教育・保育の量の見込みと確保方策

第３章
地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策

体 系

※赤字は見直す部分



２ 見直しの考え方
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① 教育・保育

令和３年４月１日時点における実績値について、計画における量の見込みと比較し、「１０％以上の乖離がある場合」は原則として見直す。

② 地域子ども・子育て支援事業（１３事業）

①の変更に併せて必要に応じて見直す。 （申込数の増加、待機児童の実績値、保育所の新設、大規模マンションの新設などの動向分析）

③ 新型コロナウイルス感染症の影響を考慮

令和３年４月１日時点の実績値に、新型コロナウイルス感染症の影響がある場合、影響がある以前の実績値の傾向を活用する方法も考えられる。

【令和４年３月１８日付内閣府通知】第２期市町村子ども・子育て支援事業計画等に関する中間年の見直しのための考え方

国通知

● 教育・保育給付認定の状況を踏まえ、計画期間の中間年を目安として、必要な場合には見直しを行うこと。

【平成２６年内閣府告示第１５９号】教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の整備並びに子ども・子育て支援給付並びに地域
子ども・子育て支援事業及び仕事・子育て両立支援事業の円滑な実施を確保するための基本的な指針

国の基本指針

（１） 第２部 各論 数値目標

（２） 第３部 法定事業の量の見込みと確保方策

● 実績や新型コロナウイルス感染症の影響等を考慮
本来であれば、令和３年度の実績を踏まえ見直すが、新型コロナウイルス感染症の影響がある場合、影響がある以前の実績値の傾向を活用し、
原則、現状の目標を維持する。



令和３年４月１日時点の、支給認定区分ごとの子どもの実績値が、
計画における量の見込みよりも１０％以上乖離がある場合、原則
見直す。

３ 見直しの範囲
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教育・保育

認定区分 対象者

１号認定 ３歳以上で教育を希望している子ども

２号認定

３歳以上で、「保育の必要な事由」に該当するが、幼稚園
（預かり保育を実施）の利用を希望する子ども

３歳以上で、「保育の必要な事由に該当し、保育所・認定
こども園での保育を希望している子ども

３号認定
３歳未満で、「保育の必要な事由に該当し、保育所・認定
こども園等での保育を希望している子ども

① 利用者支援事業

② 時間外保育事業（延長保育事業）

③ 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）

④子育て短期支援事業

⑤ 乳児家庭全戸訪問事業

⑥ 養育支援訪問事業

⑦ 地域子育て支援拠点事業

⑧ 一時預かり事業

⑨ 病児保育事業

⑩ ファミリー・サポート・センター事業

⑪ 妊婦健康診査事業

⑫実費徴収に係る補足給付を行う事業

⑬ 多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業

地域子ども・子育て支援事業

③ 放課後児童健全育成事業
待機児童が解消できていないため、見直しが必要

「教育・保育」の見直し

実績値等から量の見込みを算出し、当初計画の確保の内容で対応が
不可能となる事業について見直す。

（１） 第２部 各論 数値目標

（２） 第３部 法定事業の量の見込みと確保方策

※資料５・７ 参照



４ 数値目標の見直し
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達成度 事業数

A ９

B １３

C ９

D ７

E ２

計 ４０

目標値の見直し 事業数

あり（上方） ０

あり（下方） １

なし ３８

廃止 １

計 ４０

【達成度】令和６年度末の目標値に対する令和３年度実績値の達成率に応じて判定
Ａ：100％以上 Ｂ：80％以上100％未満 Ｃ：50％以上80％未満 Ｄ：1％以上50％未満 Ｅ：0％又は事業廃止等の評価不能

※再掲は含まない

達成度ごとの事業数 目標値の見直しの事業数

※資料２ 参照



４ 数値目標の見直し
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事業名 令和６年度末の目標
平成３０年度
（実績）

令和３年度
（実績）

達成度
見直し後の目標
（令和６年度末）

見直し根拠

1 
子育て 世代包括支援セン ター
事業

把握しているハイリスク妊婦のうち支援
につながった割合 90％

83.2% 82.5% B ― ―

2 産婦健康診査 受診票使用率 84％ ― 90.3% Ａ ― ―

3 乳児一般健康診査事業 受診票使用率 85％ 84.1% 86.3% Ａ ― ―

4 １歳６か月児健康診査事業 受診率 95.5％ 94.1% 94.3% B ― ―

5 ３歳児健康診査事業 受診率 92.5％ 90.5% 94.2% Ａ ― ―

6 母子健康教育
保健師による育児学級 70回/年
医師・言語聴覚士による健康教育 ２回/年

67回/年
１回/年

67回/年
2回/年

B ― ―

7 保・こ・幼・小連携推進事業
小学校との連携を実施している保育所・
認定こども園・幼稚園の割合100％

100% 100% Ａ ― ―

8 認定こども園整備事業 公立11園 私立23園
公立６園
私立17園

公立10園
私立25園

B ― ―

第１章 子どもの成長への支援



6

事業名 令和６年度末の目標
平成３０年度
（実績）

令和３年度
（実績）

達成度
見直し後の目標
（令和６年度末）

見直し根拠

9 教育の情報化推進事業
ＩＣＴを活用した授業を行ってい
る教員の割合 100％

小48.1％
中26.6％

小90.2％
中75.7％

B ― ―

10 こども未来館学習体験事業 参加校 48校 47校 45校 B ― ―

11 サンクリスタル学習事業 参加校 37校 31校 ２２校 C ― ―

12 南部クリーンセンター環境学習事業
見学者数（学習室利用者を含む）
3,500人/年

3,235人/年 3,205人/年 B ― ―

13 伝統的ものづくり夏休み親子体験教室 6コース開催
6コース
開催

5コース
開催

B ― ―

14 卸売市場見学 来場者数 1,400人/年 1,382人
0人

（開催中止）
E ― ―

15
年長児童の赤ちゃん出会い・ふれあ
い交流事業

ライフデザインを考えるきっかけ
となった生徒の割合 100％

86% 79% C ― ―

16 保育体験事業（保育所・認定こども園） 公立26か所 公立26か所 公立28か所 Ａ ― ―

17 在宅障がい児ふれあい事業 公立26か所 公立26か所 公立27か所 Ａ ― ―

18 特別支援教育推進事業
特別支援教育支援員配置率
100％

100% 100% Ａ ― ―

４ 数値目標の見直し
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事業名 令和６年度末の目標
平成３０年度
（実績）

令和３年度
（実績）

達成度
見直し後の目標
（令和６年度末）

見直し根拠

19
地域に開かれた幼稚園づくり推進
事業

公立幼稚園実施率 100％ 100% 100% Ａ ― ―

20 子育て支援総合情報発信事業 らっこネットアクセス数 72,000件/年 68,323件 73,456件 Ａ ― ―

21 子育て力向上応援講座事業 開設数 132か所 79か所 89か所 C
―

令和４年度から「家庭
教育応援講座」として
事業拡充

22 早寝早起き朝ごはん運動啓発事業
朝ごはんを食べている子どもの割合
（小６）91.0％

86.5% 86.7% B ― ―

23 家庭教育学級事業
市内の小学校区単位家庭教育学級
48学級（香川大学附属小学校含む）

48学級 38学級 C 令和４年度から事業廃止

24
ブックスタート事業、ブックスタート
フォローアップ事業

ブックスタートパック配布率 97％ 95.7% 92.98% B ― ―

25 子ども読書まつり事業
子ども読書まつり参加人数

2,200人/年
2,100人 1,100人 C ― ―

26
一体型の放課後児童クラブ及び
子ども教室推進事業

実施校区数 24校区 10校区 10校区 D ― ―

27 各種セミナー実施事業
男女共同参画に関するセミナー等
参加者数 3,800人/年

3,588人 1,064人 D ― ―

４ 数値目標の見直し

第２章 子育て家庭への支援 見直し部分
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事業名 令和６年度末の目標
平成３０年度
（実績）

令和３年度
（実績）

達成度
見直し後の目標
（令和６年度末）

見直し根拠

28 消費生活教育出前講座 消費生活教育出前講座数 30講座 15講座 0講座 E ― ―

29
安全で安心なまちづくり推進事
業

コミュニティ協議会等が設置する防犯
カメラの設置費補助件数（累計）108件

０件 96件 B ― ―

30 ぼうさいまちカフェ 12回/年 ９回/年 ９回/年 C ― ―

31
火災予防の推進
（幼年・少年消防クラブの育成）

幼年消防クラブ結成数 59クラブ
少年消防クラブ結成数 24クラブ

54クラブ
19クラブ

52クラブ
19クラブ

B
57クラブ
24クラブ

園の統合により幼年
消防クラブ実数が２
減少したため

32 情報モラル教育推進事業
出前授業後のアンケート評価 児童の
情報モラルについての理解度95％

94.5% 92.6% B ― ―

33 身近な公園整備事業 公園整備箇所数 ５か所
公園整備箇所
数１か所

公園整備の
設計、用地
取得完了

D ― ―

34 高齢者居場所づくり助成事業
多世代交流を実施している割合
（居場所など） 30％

19% 11.1% D ― ―

35 放課後子ども教室事業 実施校区数 47校区 33校区 34校区 C ― ―

４ 数値目標の見直し

第３章 子どもの成長・子育て家庭を支える環境づくり
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事業名 令和６年度末の目標
平成３０年
度（実績）

令和３年度
（実績）

達成度
見直し後の目標
（令和６年度末）

見直し根拠

36
児童厚生施設管理運営事業
（児童館事業）

年間利用者数 65,000人 58,016人 29,623人 D ― ―

37 子ども食堂等支援事業 子ども食堂 29か所 14か所 22か所 C ― ―

38
子どもを中心にした地域交流
事業

「子どもを中心にした地域交流事
業」を 実施している地域の割合
100％

43.2% 59% C ― ―

39 子どもの貧困対策コーディネート事業 連絡会議等への参加回数 16回 ２回 １回 D ― ―

40 こども未来ネットワーク会議開催事業 参加者延べ人数 170人 135人 69人 D ― ―

４ 数値目標の見直し

第３章 子どもの成長・子育て家庭を支える環境づくり



年度 R02 R03 R04 R05 R06

区分 1号
2号 3号

1号
2号 3号

1号
2号 3号

1号
2号 3号

1号
2号 3号

学校教育
の希望強

左記以外 0歳 1・2歳
学校教育
の希望強

左記以外 0歳 1・2歳
学校教育
の希望強

左記以外 0歳 1・2歳
学校教育
の希望強

左記以外 0歳 1・2歳
学校教育
の希望強

左記以外 0歳 1・2歳

①量の見込み 3,730 1,003 6,147 719 3,824 3,626 978 5,955 710 3,967 3,500 946 5,762 702 4,074 3,422 928 5,642 692 4,025 3,387 922 5,582 680 3,967

②確保の内容

特定教育・保育施設 5,993 6,019 1,047 3,665 6,008 6,170 1,083 3,749 6,008 6,170 1,083 3,749 6,008 6,170 1,083 3,749 6,008 6,170 1,083 3,749
確認を受けない幼稚園 2,775 2,775 2,775 2,775 2,775
特定地域型保育事業 74 175 74 175 74 175 74 175 74 175
認可外保育施設 132 91 264 132 91 264 132 91 264 132 91 264 132 91 264

（うち、企業主導型） (37) (67) (126) (37) (67) (126) (37) (67) (126) (37) (67) (126) (37) (67) (126)

差（②－①） 4,035 4 493 280 4,179 347 538 221 4,337 540 546 114 4,433 660 556 163 4,474 720 568 221

確保方策

・認定こども園（幼保連携型）移行：３か所 ・認定こども園（幼保連携型）創設：１か所

・保育所：１か所 ・保育所：２か所

・小規模保育事業：１か所

・企業主導型保育事業：11か所

年度 R02（実績） R03（実績） R04（実績） R05（推計） R06（推計）

区分 1号
2号 3号

1号
2号 3号

1号
2号 3号

1号
2号 3号

1号
2号 3号

学校教育
の希望強

左記以外 0歳 1・2歳
学校教育
の希望強

左記以外 0歳 1・2歳
学校教育
の希望強

左記以外 0歳 1・2歳
学校教育
の希望強

左記以外 0歳 1・2歳
学校教育
の希望強

左記以外 0歳 1・2歳

①’量の見込み
（実際の需要量）

3,632 1,030 5,952 524 3,731 3,471 874 6,076 534 3,617 2,944 1,042 6,043 584 3,682 2,962 893 5,993 585 3,756 2,694 804 5,977 588 3,849

②'確保の内容

特定教育・保育施設 5,993 6,019 1,047 3,665 5,974 6,201 1,092 3,751 5,921 6,255 1,092 3,740 6,040 6,380 1,087 3,750 6,040 6,380 1,087 3,750
確認を受けない幼稚園 2,775 2,335 2,355 1,795 1,795
特定地域型保育事業 74 175 76 178 100 228 100 228 100 228
認可外保育施設 113 95 262 139 78 265 139 78 270 161 78 278 161 78 278
（うち、企業主導型） (21) (71) (121) (37) (49) (127) (35) (49) (134) (57) (49) (142) （57） （49） （142）

差（②'－①'） 4,106 180 692 371 3,964 264 712 577 4,290 351 686 556 3,980 548 680 500 4,337 564 677 407

確保方策

・認定こども園（幼保連携型）移行：３か所 ・認定こども園（幼保連携型）創設：１か所 ・認定こども園（幼保連携型）移行：１か所 ・企業主導型保育事業：2か所

・保育所：１か所 ・認定こども園（幼保連携型）移行：６か所 ・小規模保育事業：5か所

・小規模保育事業：１か所 ・保育所：２か所 ・小規模保育事業：▲1か所

・企業主導型保育事業：7か所 ・企業主導型保育事業：1か所

年度 R02 R03 R04

区分 1号

2号 3号

1号

2号 3号

1号

2号 3号

学校教育
の希望強

左記以外 0歳 1・2歳
学校教育
の希望強

左記以外 0歳 1・2歳
学校教育
の希望強

左記以外 0歳 1・2歳

①’量の見込み
（実際の需要量）

97.4% 102.7% 96.8% 72.9% 97.6% 95.7% 89.4% 102.0% 75.2% 91.2% 84.1% 110.1% 104.9% 83.2% 90.4%

【乖離率（実績/計画）】※乖離率が90％以下、又は110％以上の場合（10％以上の乖離）は、「原則見直し」が必要
【見直しに当たっての算出方法】

「量の見込み」＝①推計人口 × ②入所申込率

①推計人口：当初の計画策定時に使用した算定方法
（コーホート変化率法）

②入所申込率：過去3年間の申込率の平均伸び率を前年度分に加算

１ 当初計画

２ 実績及び見直し後の計画

量の見込みと確保方策（市全体）
（単位：人）

５ 教育・保育の見直し
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※資料８（拡大・地区別版） 参照



～当計画策定時の考え方～

～見直しの考え方～

策定時の考え方を踏襲 上記③ → 令和４年度以降の小学１年生については過去３か年の平均増加率を乗じて算出
（令和５年度は平均増加率の半分、令和６年度はその半分）

Ｒ３末実績値 Ｒ４末 Ｒ５末 Ｒ６末

小１ 435 460 473 480

小２ 409 412 436 448

小３ 337 304 306 324

・・ ・・
・・ ・・ ・・

合計 1,472 1,509 1,548 1,574

例）都心地区（単位：人）

増加率 増加率（半減）

継続率

継続率

継続率

増加率（半減）

６ 放課後児童健全育成事業の見直し

量の見込の算出方法
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市内を７地区に分け、地区ごとに以下のとおり算出した数値を最終的に合計
①令和元年度の５歳児の保護者に利用希望把握調査を実施

②調査結果を基に令和２年度小学１年生の利用希望者数を算出
③令和３年度以降の小学１年生については過去３か年の平均増加率を乗じて算出
（ただし、令和４年度以降は女性就業率の増加が緩やかになることが想定されるので、増加率を年々半減させる。）

④小学２年生以上の利用希望者は前年からの継続率を乗じて算出



市全域

平成30年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

①量の見込み 4,790人 5,210人 5,455人 5,669人 5,832人 5,942人

②確保量 4,538人 5,110人 5,455人 5,669人 5,832人 5,942人

確保の内容
（実施施設数）

117教室
132教室

公立：7教室開設
民間：2教室開設

141教室
公立：7教室開設
民間：2教室開設

146教室
公立：3教室開設
民間：2教室開設

150教室
公立：2教室開設
民間：2教室開設

152教室
公立：1教室開設
民間：1教室開設

②－① ▲252人 ▲100人 0人 0人 0人 0人

市全域

実績
平成30年度

実績
令和２年度

実績
令和３年度

令和４年度 令和５年度 令和６年度

①量の見込み 4,790人 5,060人 5,262人 5,325人 5,438人 5,542人

②確保量 4,538人 4,950人 5,101人 5,212人 5,391人 5,542人

確保の内容
（実施施設数）

117教室
132教室

民間：6教室開設
135教室

民間：3教室開設
137教室

民間：2教室開設

141教室
公立：2教室開設
民間：2教室開設

147教室
民間：6教室開設

②－① ▲252人 ▲110人 ▲161人 ▲113人 ▲47 0

見直し前

見直し後

放課後児童健全育成事業の量の見込みと確保方策

６ 放課後児童健全育成事業の見直し
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※資料９（地区別版） 参照



令和４年度

月 ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３
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事
会

本
部
会

議
会

9/28

７ スケジュール

進捗状況・中間評価 調査

●
政
策
会
議

●
幹
事
会
（
書
面
）

●
本
部
会
（
書
面
）

●
支
援
会
議

（
政
策
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議
）

見
直
し
計
画
策
定
、
公
表

●
調
査
会

県へ事前協議
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案
）
決
定


